
第１回 赤川流域治水協議会
（持ち回り開催）

赤川流域治水プロジェクト
（中間とりまとめ）

第２回 赤川流域治水協議会

赤川流域治水プロジェクト公表

9月１８日

9月

3月末頃

4月以降 第４回～ 赤川流域治水協議会

○流域治水対策における
方向性の追加確認、検討

○流域における対策を総合的に検討・とりまとめ

※流域全体としての対策検討
※随時、幹事会を開催

赤川水系
（直轄区間）

赤川水系
（赤川圏域）

赤川流域治水プロジェクトに基づく
対策の実施状況フォローアップ

○対策等内容の確認
〇検討、候補箇所の抽出
〇対策、検討の方向性

〇赤川流域治水プロジェクトの策定

協議会での検討事項と今後の進め方

※今後の検討状況等により、変更となる場合があります。

○赤川流域治水協議会の設立
〇流域治水の検討事項、進め方の確認・共有

赤川流域治水プロジェクト
（素案）公表

○事業の追加など、流域対策の充実化

○流域で行う流域治水の全体像の共有

7月6日

12月21日

第３回 赤川流域治水協議会

※流域全体としての対策検討
※随時、幹事会を開催

2月18日

○流域市町等における対策メニューの提案内容の決定（12/21）

○赤川流域治水プロジェクト（とりまとめ案）の決定（2/18）

資料ー２
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鶴岡市

山 形 県

酒田市
■河川対策

対策内容 堤防整備、河道掘削
床止工改築 等

■砂防対策
対策内容 砂防堰堤整備 等

■下水道対策
対策内容 雨水幹線の整備 等

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
〇氾濫域での対策
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・流域自治体との洪水対応演習
・講習会等によるマイ・タイムライン普及促進
・広域連携による避難体制の強化
・市町庁舎等防災拠点の機能確保
・水防拠点の拡張・増設

■被害対象を減少させるための対策
〇氾濫域での対策
・土地利用規制・誘導（災害危険区域等）
・立地適正化計画に基づく居住誘導
・家屋移転、かさ上げ補助制度の創設

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

河道掘削【国】

三川町

位 置 図

赤川

最上川

須川

鮭川

山 形 県

山形市

床止工改築【国】

JR羽越本線

国道345号

国道112号

三川町

赤川 内
川

昭和15年洪水
家屋浸水1，266戸
（実績被害）

熊出

赤川水系流域治水プロジェクト
～関係機関と地域が連携し、赤川沿川を水害から守る治水対策の推進～

○令和２年７月豪雨や令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、赤川水系において
も、事前防災対策を進める必要があり、以下の取り組みを実施していくことで、国管理区間においては、赤川の堤防が決壊し、流域で甚大
な被害が発生した観測史上最大の昭和１５年７月洪水と同規模の洪水を安全に流下させ、流域における浸水被害の軽減を図る。

鶴岡市（菅原橋が落橋）

昭和15年洪水

凡例

河道掘削

堤防整備

浸水想定区域（昭和15年7月洪水と同規模想定）

大臣管理区間

雨水幹線の整備
【市】

湯尻川改修【県】
河道掘削等

矢引川改修【県】
河道掘削等

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
〇河川区域での対策
・河道掘削、堤防整備、床止工改築
〇集水域での対策
・砂防堰堤等の整備
・雨水幹線の整備
・利水ダム等５ダムにおける事前放流等の実施、体制構築

（関係者：国、山形県、東北電力（株）など）
・森林整備、治山対策
・水田貯留
・下水道施設（処理場）の耐水化

水田貯留
【国・県・流域市町】

砂防堰堤等の整備
【国・県】

下水道施設の耐水化
【市】

森林整備・治山対策
【国・県】
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河川沿いの集落で浸水被害発生

赤川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ・効果】
～関係機関と地域が連携し、赤川沿川を水害から守る治水対策の推進～

現 在 短 期 中期鶴岡市街地などで浸水被害発生

河川沿いの集落で浸水被害発生

河道掘削により浸水被害が解消

河川沿いの集落で浸水被害発生

浸水被害が解消

中長期

酒田市 酒田市 酒田市 酒田市

三川町 三川町 三川町

三川町

鶴岡市 鶴岡市 鶴岡市 鶴岡市

※直轄管理区間において、昭和１５年
７月洪水と同規模の洪水が発生した場
合に、氾濫ブロックで被害最大となる
１箇所を堤防決壊させた場合の氾濫想
定範囲

●赤川では、本支川の流域全体を俯瞰し、国、県、市町が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進。
【短 期】 家屋浸水等での重大災害の発生を未然に防ぐため、堤防の整備や水位低下を目的とした河道掘削等を主に実施。
【中 期】 流下能力不足解消のための河道掘削や、堤防強化等を実施。流下能力を阻害している床止め工の改築を実施。
【中長期】 床止め工の改築を実施し、流域全体の安全度向上を図る。

●あわせて、赤川流域ならではの地域特性を踏まえ、安全なまちづくり（「水防拠点の整備」、「雨水幹線の整備」等）や、流出抑制や内水被害軽減等の
対策（「農業施設と連携した雨水貯留施設」等）等の流域対策並びに「避難確保計画」や「タイムライン」の活用等ソフト対策を実施。

※スケジュールは今後の事業進捗に
よって変更となる場合がある。
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赤川水系流域治水プロジェクト【位置図（詳細版１／２）】

山形県床止工改築【国】 三川町

河道掘削【国】

←

赤
川鶴岡市

湯尻川【県】堤防整備等

湯尻川

熊出

矢引川【県】河道掘削等

酒田市

雨水幹線整備【市・町】

戸沢村

庄内町

西川町

砂防事業【県：急傾斜】
治山事業（県事業）
鶴岡市

河道掘削等の流下能力向上対策
河川管理施設長寿命化対策
（県全域で実施）

農業用施設整備（県営事業）
鶴岡市、酒田市

青竜寺川【県】堤防整備

青竜寺川

矢引川

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

月山ダム【国】

森林整備・治山対策
【東北森林管理局・県・森林整備センター】
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赤川水系流域治水プロジェクト【位置図（詳細版２／２）】

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

鶴岡市

荒沢ダム【県】

大蔵村

庄内町

西川町

山形県

新潟県

砂防事業【国】

森林整備・治山対策
【東北森林管理局・県・森林整備センター】

月山ダム【国】

八久和ダム
【東北電力】
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赤川水系流域治水プロジェクト

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 
6



①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

○ 河道の断面積の確保や河道安定のため「河道掘削」を実施

赤
川

整備計画流量（観測最大
S15.7洪水規模）流下時
に、水位を約50cm低下

対策内容 R2.3.13 撮影

横断図(河道掘削イメージ)

対策前

R2.3.13 撮影

赤
川

河道掘削
三川町

鶴岡市

浸水想定区域

位 置 図

赤川

最上川
鮭川

山 形 県

山形市

山形県鶴岡市文下地先
つるおか ほうだし

対策中（令和２年１２月時点） R2.12.23 撮影

酒田河川国道事務所

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

河道掘削
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○湯尻川の整備促進 （河川整備事業）

山形県①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

◆事業の背景・目的

湯尻川では、平成１９年、平成２５年と、度々床下浸水等の被害が発生している。

このため、必要な流下能力を確保するために、河道掘削や橋梁架替等を実施し、早期に地

域の安全性向上を図る。

事業内容

被害状況（浸水被害）

7

鶴岡市白山

箇所図

◆事業の概要

整備内容 事業延長 Ⅼ＝1,800ｍ

河道掘削、築堤、橋梁架替 等

平成１９年６月

森片橋 整備区間 L=2,520 m

白山新橋

白山橋

白山関根橋

国道７号

至 酒田市

至 新潟

至 大山川

一般県道湯田川大山線N

大規模特定河川事業L=1,800m
湯尻川幹線排水路

水路橋

河道掘削、築堤

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 
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○河川の堆積土砂撤去及び支障木伐採の推進 （河川流下能力向上緊急対策事業）

山形県①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

事業効果事例

取組み状況◆事業の背景・目的

近年、降雨が激甚化、頻発化している中、

河道内の経年的な土砂の堆積や樹木の繁茂が

顕著となっており、治水安全度が低下してい

ることから、堆積土砂および支障木の撤去を

緊急的かつ集中的に実施し、県管理河川の流

下能力の向上を図り、豪雨時の洪水被害の防

止と軽減を図る。

◆事業の概要

沿川の土地利用や配慮すべき箇所、河道の

閉塞状況に応じて抽出した早期に対策が必要

な河川の一連区間について堆積土砂・支障木

の撤去を実施

【事業期間】 令和元年度～令和３年度

【実施延長】 約220km（約240箇所）

▲ 水無川（鶴岡市） 令和元年度実施 支障木伐採・堆積土砂撤去

堆積土砂の撤去により水位が約１ｍ低下と推定
氾濫危険水位を上回ることなく浸水被害軽減に効果を発揮

令和元年10月 東日本台風（台風第19号）

洪水
発生

▼対策なしの場合の⽔位
▼実際のピーク⽔位約1m低下

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

▲和田川（高畠町）平成30年度実施 堆積土砂撤去
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○雨水貯留施設の活用（既存ダムの洪水調節機能強化）

○令和元年１２月１２日に定められた「既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針」を踏まえ、赤川水系にある５ダムと
令和２年５月２９日に「治水協定」を締結。

【治水協定を締結した５ダム】 【事前放流イメージ図】

多目的ダムの場合

利水ダムの場合

水系 ダム名 管理者 河川名

赤川

月山ダム 東北地方整備局 梵字川

荒沢ダム 山形県 赤川

八久和ダム 東北電力（株） 梵字川

梵字川ダム 東北電力（株） 梵字川

新落合ダム 東北電力（株） 赤川

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 国・県・東北電力（株）
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※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

赤川

具体的な取組み内容

【森林整備：間伐】

【森林整備：林道（開設）】

【治山：渓間工（治山ダム）】

【治山：山腹工】

〇赤川流域における国有林の森林整備・治山対策の推進

庄内森林計画区内の国有林は、庄内森林管理署が管理経営を行っており、森林の有する土砂流出防止機能や水源涵養機能等の適切な発揮に向けて
各種事業を行っています。

◉庄内森林管理署

国有林

※令和５年度以降の事業量は、
実施計画確定後に掲上する。

位置図

国有林野施業実施計画

事業区分
庄内森林計画区

（H30年度〜R4年度）

治 ⼭

渓間⼯ 26箇所

⼭腹⼯ 3箇所

地すべり防⽌⼯ 1箇所

保安林整備 150ha

森林整備

間伐 1,960ha

更新（造林） 963ha

保育（下刈） 1,186ha

（除伐） 65ha
林道（開設） 16,140ｍ

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 庄内森林管理署
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※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

○水源林造成事業による森林の整備・保全

・⽔源林造成事業は、奥地⽔源地域の⺠有保安林のうち、所有者の⾃助努⼒等によっては適正な整備が
⾒込めない箇所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森林の有する公益的機能の⾼度
発揮を図る事業です。
・⽔源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹⽊の成⻑や下層植⽣の
繁茂を促し、森林⼟壌等の保⽔⼒の強化や⼟砂流出量の抑制を図り、流域治⽔を強化促進します。
・⾚川流域における⽔源林造成事業地は、約１０箇所（森林⾯積約２５０ha）であり、流域治⽔に資す
る除間伐等の森林整備を計画的に実施していきます。（令和３年度においては、約１４haの森林整備を
予定。

⾚川流域における⽔源林造成事業地

針交混交林 育成複層林

⽔源林の整備

間伐実施前 間伐実施後

森林整備実施イメージ

（国研）森林研究・整備機構 森林整備センター①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
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山形県①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

渓流内の流木化する可能性の高い立木の伐採渓床の安定化を図る治山ダム

土砂流出により埋没した渓流

整備イメージ

河川上流部の山地で発生した山腹崩壊

被 害 状 況◆ 事業の背景・目的
近年繰り返される豪雨により、山地において

も多数の災害が発生しており、この際、河川等
への土砂や立木の流出被害が発生している。

このため、上流の森林において、土砂流出抑

制のための治山施設の設置、渓流内の流木化
する可能性の高い立木の伐採等の対策を重点
的に推進していく。

🔶 対策内容

・発生区域
土砂流出抑制のための森林整備
表面侵食の防止のための土留工等

・流下・堆積区域
渓流内の流木化する可能性の高い立木の
伐採
渓床の安定化を図る治山ダム等の設置
立木捕捉式ダムの設置

渓間工

山腹工他 4箇所

事業区分

治山

民有林治山事業実施計画

庄内地域森林計画

（R2年度～R6年度）

3箇所

○流域治水に係る治山事業

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。  
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○雨水貯留機能の活用（田んぼダム事業の推進）

山形県・鶴岡市・酒田市・三川町

位置図

⼭形県鶴岡市

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 
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【流域の概要と整備方針】

赤川流域は、風化しやすい花崗岩(かこうがん)や、侵食で崩れやすい堆積岩、火山噴出物など多様な地質が分布し、荒廃した

上流域から大量の土砂が生産・流下しやすい特徴がある。また、渓床には、上流の崩壊地から生産され、流出した土砂が厚く

堆積し、河床勾配が急なため、これらの不安定な土砂が赤川へ流出する危険性があることから、砂防事業実施が必要となって

いる。

直轄砂防事業により、庄内平野南部（鶴岡市、三川町）の洪水、土砂氾濫の防止・軽減を図り、人家、重要交通網（国道・

県道_※緊急輸送道路）保全に資する施設を整備する。

【流域内における崩壊発生状況］

県道349号

赤川水系
直轄砂防流域

赤川水系
直轄砂防流域

［枡形川（西大鳥川流域）の崩壊（Ｈ１２） ［岩菅沢の崩壊（Ｈ１６）］

鶴岡市

三川町

酒田市

庄内町

(第１次緊急輸送道路)

(第２次緊急輸送道路 ※一部)

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 新庄河川事務所

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。  
15



○雨水幹線整備 【５か年社会資本総合整備計画（R２～６）】

山形県鶴岡市

近年頻発する局地的豪雨等により浸水被害が発生する箇所において排水路を整備することにより、
災害に強い安全安心なまちづくりを推進している。

位置図

新斎部H25.7.22

浸水状況

大山H25.7.22

道形H30.8.16

・日枝第３
・大山第１
・茅原第１
・新斎部
・道形第１
・茅原第２
・柳田
・九分溝
・日和田

対象排水区

浸水状況

浸水状況

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 鶴岡市
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赤川水系流域治水プロジェクト

②被害対象を減少させるための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 
17



※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

○災害リスクを考慮した「立地適正化計画」の作成

②被害対象を減少させるための対策

・立地適正化計画における誘導区域（居住誘導、都市機能誘導）は、土砂災害特別警戒区域や浸水想定区域といった各種災害ハザー
ド区域を考慮し設定することとされている。

・豪雨等による浸水等のおそれのある地域では、避難指示・勧告にあたってのソフト対策の充実を図る。

＜居住誘導区域外の区域での対応＞
・居住誘導区域外の区域では、特定開発行為の届出に
あわせてリスク情報を再周知、必要なアドバイスを検討

＜避難指示・勧告にあたってのソフト対策＞
・豪雨等による浸水等のおそれがある場合は、防災
ラジオやエリアメール、広報車などによる避難指示・
勧告を行う。

防災ラジオ エリアメール

■立地適正化計画について具体的な取り組みを行っている自治体
鶴岡市、酒田市

鶴岡市・酒田市

酒⽥市⽴地適正化計画（H31.3）

＜災害リスク情報を活用した誘導区域の設定＞
・浸水範囲、浸水深、浸水到達時間等により検討
・避難所までの距離から避難時間を想定し、避難可能であるか等についても検討

＜酒田市の事例＞

・土砂災害特別警戒区域、土
砂災害警戒区域、浸水想定
区域（浸水深4.5m以上）、津
波浸水想定（浸水深1.5m以
上）等を誘導区域から除外
するなど、災害リスク情報を
考慮し設定

居住誘導区域及び
都市機能誘導区域
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赤川水系流域治水プロジェクト

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 
19



○水防拠点の拡張・増設検討（防災拠点の整備）

近接する老人ホーム・温泉施設及び周辺地区からの洪水時の一時的な避難場所、資材備蓄により、洪水時
における円滑かつ効率的な水防活動及び応急復旧作業の拠点を検討します。

事業概要

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 河川管理者・流域市町村

他市町村の事例

他市町村の事例

他市町村の事例

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 
20



○講習会等によるマイ・タイムラインの普及促進

【マイ・タイムライン作成講習会を実施】

マイ・タイムラインとは、防災情報を元に住民一人ひとりが自分自身の家庭環境に適した標準的な防災行動（避難計画）
の事であり、家庭版タイムラインといえるものです。

〇逃げ遅れゼロの社会を目指し、住民１人ひとりが自分自
身にあった避難に必要な情報・判断・行動を把握し「自分
の逃げ方」を手に入れるため、「マイタイムライン講習会」を
開催

〇既存のマイタイムライン作成ツールを更に簡略化し、利
用する住民が短時間で簡単に作成できるツールを作成

〇流域市町の職員が誰でも、開催規模に関係なく講習会
が出来るよう、講習会を行うための講習を開催した
※講習会の模様はDVD化し、流域市町へ配布
（継続的な住民向け防災教育の推進）

〇職員向け講習会完了後に流域市町のホームページに、
マイ・タイムライン作成ツールを誰でもダウンロードできるよ
うに掲載

〇流域市町の広報誌などを用いて、出水期、台風期ななど
に住民へツールの活用を促す

自ら検討・作成するプロジェクトを職員、住民に対して実施
し、防災意識の高揚を図った。

【マイ・タイムライン作成ツールを酒田河川国道事務所で開発】

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 河川管理者・流域市町

書き込む
のはココ
だけ！

情報収集の
QRコードは

事前に選んで
貼るだけ！
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○流域自治体との洪水対応演習

⾚川洪⽔対応演習を実施
○⾚川流域の２市1町（鶴岡市、酒⽥市、三川町）と国（酒⽥河川国道事務所、⽉⼭ダム管理所）が集まり、
⼤規模災害を想定した実践的な⽔害対応訓練を実施。

○訓練は国の職員による座学および簡易ロールプレイング⽅式の２形態で⾏い、危機管理担当者の災害対応能⼒
の向上を図った。

⾚川の流域特性や過去の洪⽔発⽣状
況等を説明

前半の部：職員による座学

情報収集の⼀つとして浸⽔ナビの使
⽤⽅法を説明（到達時間等）

災害本番さながらの緊張感の中、対応
を検討していく。（ﾎｯﾄﾗｲﾝ訓練）

ロールプレイング中に浮かんだ課題
を確認する。

洗い出した課題を解決するために、
予め何を準備するべきか話し合う。

どう⾏動するのがベターだったのか、
図⾯などを元にDIG⽅式で検討する。

後半の部：課題解決型方式

河川管理者・流域市町村③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

ダム放流の種類（事前放流と予備放
流の違いを説明）

洪⽔調節の効果や、既往最⼤流⼊量
等について説明

 
22



○防災朝会の実施

○管内における⼩学校児童を対象に防災意識の向上と⾃らの命を⾃ら守るための⽅法を伝えるため、全校朝会時
に15分程度の「防災朝会」として開催。

○全校集会における防災朝会実施の⽀援を、R1年度末までに鶴岡市、酒⽥市、遊佐町で実施。
イラストやクイズを⽤いて児童に災害時の危険箇所や避難時の注意事項等の説明をおこない防災意識向上に
役⽴て、帰宅後に家族で避難場所・避難経路等のルールを作るようお願いをしました。

【酒⽥市⽴⻲ヶ崎⼩学校 152名】

防災朝会の様子（現時点で１０校 ２，０００人を超える児童が参加）

河川管理者・流域市町村③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

【遊佐町⽴遊佐⼩学校 50名】 【鶴岡市⽴広瀬⼩学校 58名】 【鶴岡市⽴朝暘第⼆⼩学校 124名】
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○広域連携による避難体制の強化

近年の災害の傾向から、個々の市町単位では避難対応が難しい傾向にある。
今後、避難場所・避難方法等の見直しにあたり、広域避難（隣接市町への避難）についても検討する。

位置図 避難イメージ図

氾濫ブロック

家屋倒壊危険区域

対策済みの堤防

洪水を安全に流す
ためのハード対策

水平避難

垂
直
避
難

Ａ市

Ｂ市

三川町

酒田市

鶴岡市

庄内町

浸水想定区域図（想定最大：H29年1月公表）

町外避難

（出典：江戸区役所WEBサイト）

（令和２年７月豪雨時の浸水状況）

流域市町村③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 
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○継続的な防災知識の普及及び防災教育推進の実施－気象庁ワークショップ

山形地方気象台

住⺠の防災意識を⾼め、実際の⾏動につなげていただくため、⾃らの問題として⽇頃から
の備えや適時適切な防災気象情報の⼊⼿と、その情報を活⽤した安全⾏動を事前にシミュ
レートする能動的な学習⽅法である、気象庁ワークショップを実施している。
また、防災知識の普及・啓発をわかりやすくかつ効率的に広く普及するため、住⺠等を対
象とした出前講座や講演会、リーフレットやDVDの作成・配布など、様々な普及啓発活動
に取り組んでいる。

【20190727_⼭形市⾃主防災組織リーダー研修】 【20191219_村⼭地区防災担当者対象】

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
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○ JETT（気象庁防災対応支援チーム）派遣

山形地方気象台

令和2年7⽉豪⾬での⼭形県内への⽀援
ホットライン（気象台⻑から⾸⻑へ）

⼭形県、東根市、⼤蔵村、寒河江市、⼤⽯⽥町、新庄市、⾈形町、⼾沢村、酒⽥市、庄内町
JETT派遣

⼭形県、村⼭市、⼤江町、⽩鷹町、⼤⽯⽥町、尾花沢市、東根市、河北町、中⼭町、⼤蔵村、 ⼾沢村

災害対策本部会議等での気象状況の解説

⼤⾬等により被災した市町村へJETTを派遣し、気象状況等の解説を⾏うなど災害対応⽀
援を実施している。（JETT : JMA Emergency Task Team 気象庁防災対応⽀援チーム）
また、災害発⽣のおそれがある現象が予想される場合などに⾸⻑や担当者へホットライン
による解説や助⾔の実施、被災⾃治体への気象⽀援資料の提供等も併せて実施している。

被災⾃治体の⾸⻑や担当者へ気象状況等を説明し、
災害対応を⽀援。

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
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○河川洪水予測システム（県管理2級河川 藤島川、京田川、黒瀬川）の活用

山形県鶴岡市

【概 要】 鶴岡市では、R1年度より河川洪水予測システムを導入し、河川氾濫の常襲3地点を観測、
避難情報の判断材料として活用。今後は、対象河川を増加させ自治体間共有することが重要。

情
報
予
測

情
報
予
測

情
報
判
断

情
報
判
断

情
報
発
信

情
報
発
信

避
難
行
動

避
難
行
動

【洪水予測システム】

【避難情報発信】

【避難勧告・避難指示】

予
測
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
早
め
の
避
難
情
報
の
発
信

氾濫危険水位までのリード
タイム８時間を確保

【① 洪水予測システムの性能評価】

【② R2/7/28 豪雨 予測時間別危険水位到達時間ラグ】

【③はん濫危険水位超過に対するリードタイム（三和, 令和2年豪雨災害】

【システムの特徴】
①３段階（３hr先、6hr先、
15hr先）の予測時間

②水位上昇の段階に応
じたアラートメール機能
③ASPシステムにより、
関係職員が閲覧可能

【システムの特徴】
①３段階（３hr先、6hr先、
15hr先）の予測時間

②水位上昇の段階に応
じたアラートメール機能
③ASPシステムにより、
関係職員が閲覧可能

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
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○ マイ・タイムラインの普及促進

山形県酒田市

【位置図】

マイ・タイムラインとは、住民自身の家庭環境に応じた防災行動（避難計画）のことで、大雨や台風による洪水などの進行型災害
が発生した際に、「いつ」、「何をするのか」を整理したものです。

山形県
酒田市

【実施状況】

実施機関：港南コミュニティ振興会・国土交通省酒田河川国道事務所・酒田市

■マイ・タイムライン作成講習会の様子

（R2.7.11）

令和２年７月１１日、酒田市港南コミュニティセンター
において、最上川等の洪水を想定したマイ・タイムラ
イン作成講習会を開催しました。国土交通省酒田河
川国道事務所の担当者より、「洪水から身を守る」と
いうテーマで講話をしていただいた後、ハザードマップ
の見方や防災情報の取得方法に関する確認を行い、
最終的には一人一人がマイ・タイムライン作成に至る
までの一連の作業を行いました。

今後も各地区で開催し、マイ・タイムラインを普及さ
せていきます。

【シートの一例】

■表面
自宅の危険度の確認
避難場所の確認
避難方法の確認
避難時間の確認
避難のタイミングの確認

■裏面
防災情報取得方法の確認
非常持ち出しの確認

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
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○要配慮者のホテル及び旅館への自主避難・早期避難支援制度

山形県酒田市

【位置図】

高齢者や要配慮者（以下、「要配慮者等」という。）に対する早期避難の促進や、避難所へ避難することへの不安解消を目的に、
要配慮者等の自主避難及び早期避難先として、ホテル・旅館を案内し、宿泊費と往路交通費の補助（２／３）を行う制度です。

山形県
酒田市

【制度イメージ】

【補助内容】
（宿泊費＋往路交通費）の２／３（上限１万円）を市より補助金として支給します。
計算例） １万５千円（宿泊料＋往路交通費）×２／３＝１万円（市より補助）

１万５千円－１万円＝５千円（利用者負担）

酒田市内に在住し、以下
の要件に該当する方

① 高齢者（６５歳以上）
② 障がい（児）者
③ 妊婦
④ 乳幼児
⑤ ①～④の介護者、介助
者または保護者（１名のみ）

【対象者】

災害発生が予測される場合、
受入開始について、市がＨＰ

等でお知らせします。

市専用窓口へ電話申込み
➔空室がある宿泊先をご

案内します。

案内された宿泊先へ避難
➔交通費及び宿泊費は、

利用者において、一旦、
全額支払います。

宿泊先で市職員が本人確
認をし、補助金交付申請
の手続きをします。

交付決定後、申請があっ
た口座に所定額を振り込
みます。

【手続きの流れ】

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
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○土のうステーションの確保

山形県三川町

位置図

⼭形県三川町

○ 住宅地や商工業地の開発といった土地利用の変化により、内水氾濫の発生頻度が高まっている。
○ 必要に応じて町建設業協会へ山砂や土のうの手配を依頼しているが、緊急時に対応できる能力には限りがある。
○ あらかじめ大量の土のうを準備しておくと、定期的な詰め替えが必要となるなどの維持管理が必要となり負担となる。

対策を必要とする経緯

定期的に水防訓練の会場として利用している
山形県消防学校屋外訓練場の一角を、協定
により提供いただくことを協議中。

有事のとき協定に
より山砂搬入

水防団や自主防災
会による水防活動
に使用

土のうステーションによる防災・減災の取り組み

【期待される効果】
○ 広いストックヤードと作業

スペースが確保できることに
より、災害の発生が見込ま
れる場合には、施設管理者
の了承のもと、事前に準備
することが可能となる。

○ 当該箇所では水防団で定
期的に訓練を実施している
ことから、団員にとって利用
しやすく、有事の際には円
滑に活動することができる。
※これまで土のうを作る場所（建

設会社の資材置き場や狭小な
町有地）を状況によって都度変
更していたため、団員への指
示・伝達に手間取るケースが
あった。

土のうステーション

水防訓練の様子

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
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○自主防災組織が実施する防災訓練への支援

山形県三川町

位置図

⼭形県三川町

○ 本町の自主防災組織の組織率は100%であるが、訓練実施に対しては組織によって温度差がある。
○ 防災訓練の実施について、意欲はあるがやり方が分からない組織が多い。
○ 定期的に訓練を重ねている組織では、必要に応じて内容をアップデートしていく必要がある。

対策を必要とする経緯

防災訓練への支援による防災・減災の取り組み

【期待される効果】
○ 「訓練のやり方が分からない」と

いう組織に対してハードルを下げ
ることで、自主防災組織の活性化
を図ることができる。

○ 町の防災計画と自主防災組織の
考えをお互いに擦り合わせること
で、町民の「自分達で担う役割」を
明確にできる。

○ 訓練に合わせて防災講話と実
施することで、個人（世帯）向けの
防災教育を行うことができる。

○ 自主防災組織間の情報共有を
図ることができる。

○ 意欲の低い組織にとっては、
「他の組織で取り組み始めた」こと
が動機付けになる。

役員への出前講座（防災講話） 他自主防災組織の訓練を紹介

《支援の具体的な内容》
・訓練の計画策定や訓練要領の作成
・使用物品等の発注支援や避難所備蓄品の貸与
・町への補助金申請手続きの支援 など

訓練を実施していない自主防災組織への
アプローチ（情報提供）

訓練実施に
向けて

自主防災組織内での防災訓練実施に向けた意識を醸成

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
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○既存の情報伝達手段以外の確保、充実

山形県三川町

位置図

⼭形県三川町

○ 防災行政無線のカバー率は100%であるが、天候によっては屋内で聞き取りにくい場合がある。
○ 防災行政無線のほか、Ｌアラート（マスメディア）、緊急速報メールによる即時的な情報伝達手段はあるが、確実な情報伝達のため
さらなる手段の確保が必要である。

○ 災害時要支援者などの中にはマスメディア、緊急速報メールによる確実な情報伝達が担保できない者も想定される。

対策を必要とする経緯

情報伝達手段の充実に関する取り組み

【期待される効果】
○ 情報伝達手段の多重化により、

情報が得られなかったことによる
被災を低減できる。《具体的な取り組み内容》

・国の戸別受信機無償貸与事業の活用
・他自治体の情報伝達多重化に関する情報の収集
・町広報での定期的な防災特集記事の掲載 など

戸別受信機の
無償貸与

実施に向けて

福祉施設、災害時要支援者の
うち能動的な災害情報の入手
が困難な方を対象に実施

防災アプリの
活用

携帯端末向けの防災アプリを
導入し、町からの防災情報伝
達手段を確保

防災教育の
充実

防災講話、防災に関する町広
報、チラシ等を活用し、自ら情
報を入手する意識付け

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
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○民間企業と連携した避難体制の強化

避難体制の強化を目的に、地震、風水害その他の災害若しくは重大な事態が発生した（発生するおそれがあ
る）場合に、被災者等（帰宅困難者及び地域住民）の救助活動について民間企業等と協力・連携する。

災害時における福祉避難所に
関する協定締結

（鶴岡市）

令和２年度福祉避難所等に関する協定締結

○社会福祉法人県社会福祉事業団
○社会福祉法人めぐみの会

同市では、計１２法人・２７施設と協定締結

協定締結式の様子

流域市町村③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

⼀次避難所に関する協定締結
（三川町）

空港北側緑地公園駐車場

山形県の協力を得て、本町の西3kmに位置

する庄内空港の周辺駐車場（酒田市）を、町
民向けの一時避難場所として提供していただ
く協定を締結。

同町では、山形県と協定締結

インターネットを活⽤した災害情報
発信に関する協定締結
（鶴岡市、酒⽥市）

①災害情報を保護するためのキャッシュサイ
トの提供
②インターネット上への災害情報の掲載
③防災速報アプリによる災害情報の拡散

両市では、ヤフー（株）と協定締結

ヤフー防災速報アプリの活用
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赤川水系流域治水プロジェクト

④市町の減災の取り組み

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 
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地域の特性等を踏まえた各種減災対策を推進

・下水道施設の耐水化の検討
・雨水幹線整備
・楊排水施設整備事業
・田んぼダム事業の推進
・建設業との排水ポンプ連携
・災害リスクを考慮した立地適正化計画の作成及び居住誘導
・SDGs防災DX（災害情報収集通知システム）の検討・開発・活用
・土のう事前配布
・分散避難の推進
・要配慮者利用施設避難確保計画の作成促進
・内水ハザードマップの整備・作成・活用
・マイタイムライン作成支援
・河川洪水予測システムの活用
・洪水ハザードマップの活用
・河川タイムラインの活用

市町村の実情に応じた減災の取り組み

・雨水ポンプ場の耐水化検討
・田んぼダムの取組への支援の実施
・災害リスクを考慮した立地適正化計画の作成及び居住誘導
・ハザードマップ更新
・タイムライン詳細化、地域の参画
・マイ・タイムライン普及促進
・避難確保計画作成指導
・防災ラジオ頒布拡大
・要配慮者のホテル及び旅館への自主避難・早期避難支援制度

・冠水発生箇所の町道側溝等の測量調査及び対策検討
・雨水排水機場に管理用カメラ設置検討
・雨水排水ポンプ車の導入検討
・雨水排水機場の遠隔操作設備の検討
・雨水幹線整備排水路の修繕・改築
・雨水貯留施設整備支援事業の実施検討
・田んぼダムの取組への支援の実施
・土のうステーションの確保
・避難経路の浸水対策
・指定避難所の機能強化
・新たに公共施設を建設する場合は浸水深を考慮した施設とする
・支流や内水も考慮したタイムラインの策定
・マイ・タイムラインの策定支援
・町内会版タイムラインの策定支援、訓練の実施
・自主防災組織の人材育成
・自主防災組織が実施する防災訓練への支援
・福祉施設が実施する防災訓練への支援
・既存の情報伝達手段以外の確保、充実

鶴岡市 酒田市

三川町
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プロジェクト一覧表
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